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論壇
は
じ
め
に

中
小
企
業
税
制
と
し
て
、
中

小
企
業
投
資
促
進
税
制
な
ど
の

設
備
投
資
促
進
税
制
、
法
人
税

の
軽
減
税
率
な
ど
が
あ
る
。

平
成
29
年
度
税
制
改
正
で

は
、
中
小
企
業
の
生
産
性
向
上

を
後
押
し
す
る
た
め
、
中
小
企

業
向
け
設
備
投
資
促
進
税
制
の

拡
充
等
が
図
ら
れ
た
。
一
方

で
、
大
企
業
並
み
の
所
得
を
得

る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
中
小
企

業
を
対
象
と
す
る
税
制
を
適
用

し
て
い
る
企
業
が
存
在
す
る
こ

と
を
踏
ま
え
、
中
小
企
業
向
け

の
租
税
特
別
措
置
の
要
件
の
見

直
し
も
行
わ
れ
て
い
る
。
租
税

特
別
措
置
の
中
小
企
業
の
要
件

の
見
直
し
は
、
中
小
企
業
の
定

義
自
体
が
議
論
と
な
り
、
中
小

企
業
税
制
の
存
在
意
義
を
改
め

て
考
え
さ
せ
ら
れ
た
。

こ
こ
で
は
、
中
小
企
業
の
現

況
と
中
小
企
業
税
制
、
中
小
企

業
税
制
に
対
し
て
の
今
後
の
税

理
士
業
務
の
あ
り
方
を
検
討
す

る
。

1
�
中
小
企
業
の
現
状

我
々
税
理
士
の
主
な
顧
問
先

は
、
中
小
企
業
で
あ
る
。
そ
の

中
小
企
業
数
は
3
8
1
万
者
あ

り
、
減
少
ペ
ー
ス
は
緩
や
か
に

な
っ
て
い
る
も
の
の
長
期
に
わ

た
り
減
少
傾
向
に
あ
る
1
。

2
0
1
6
年
版
中
小
企
業
白

書
に
よ
る
と
、
中
小
企
業
の
人

手
不
足
は
深
刻
化
し
て
お
り
、

設
備
の
老
朽
化
が
進
ん
で
い
る
。

人
手
不
足
に
関
し
て
は
、
全

体
の
雇
用
者
数
は
増
加
し
て
い

る
も
の
の
、
従
業
員
数
が
1
〜

29
人
の
企
業
で
働
く
雇
用
者
数

は
減
少
し
て
い
る（
図－

1
）2
。

ま
た
、設
備
年
齢
は
、1
9
9
3

年
と
比
較
を
す
る
と
、大
企
業
で

1
・
4
倍
、中
小
企
業
で
1
・
8
倍

と
な
っ
て
い
る
。特
に
中
小
企
業

で
設
備
の
老
朽
化
が
進
ん
で
い

る
と
考
え
ら
れ
る（
図－

2
）3
。

今
後
、
日
本
は
少
子
高
齢
社

会
を
迎
え
、
更
な
る
人
口
減
少

が
考
え
ら
れ
る
。
そ
の
た
め
、

中
小
企
業
の
発
展
に
は
、
人
手

不
足
を
前
提
と
し
て
、
従
業
員

一
人
一
人
の
稼
ぐ
力
を
高
め
、

一
社
一
社
の
省
力
化
・
合
理
化

に
よ
り
生
産
性
を
高
め
る
必
要

が
あ
る
。

そ
れ
で
は
、
具
体
的
に
中
小

企
業
の
生
産
性
を
高
め
る
た
め

に
は
、
ど
の
よ
う
に
し
た
ら
よ

い
の
か
。

こ
の
点
、
中
小
企
業
白
書
で

は
、
Ｉ
Ｔ
技
術
の
進
歩
が
著
し

く
、
企
業
の
経
営
資
源
と
し
て

欠
か
せ
な
い
も
の
と
な
っ
て
い

る
こ
と
に
注
目
し
、
そ
の
活
用

方
法
に
よ
っ
て
は
、
企
業
の
稼

ぐ
力
が
大
き
く
左
右
さ
れ
る
可

能
性
が
あ
る
と
述
べ
て
い
る
。

そ
し
て
、
中
小
企
業
の
中
で

も
生
産
性
の
高
い
中
小
企
業
を

分
析
す
る
と
、Ｉ
Ｔ
投
資
、設
備

投
資
等
に
積
極
的
で
あ
る
こ
と

が
分
か
っ
て
い
る
。
特
に
Ｉ
Ｔ

投
資
に
よ
り
、
業
務
プ
ロ
セ
ス

の
合
理
化
・
意
思
決
定
の
迅
速

化
、営
業
力
・
販
売
力
の
強
化
等

の
効
果
が
あ
っ
た
と
答
え
て
い

る
高
収
益
企
業
は
、
低
収
益
企

業
に
比
べ
て
多
い（
図－

3
）。

上
記
の
こ
と
か
ら
、
今
後
、

中
小
企
業
が
成
長
を
続
け
る
た

め
に
は
、
中
小
企
業
の
Ｉ
Ｔ
化

等
へ
の
投
資
の
加
速
は
不
可
避

で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

2
�
中
小
企
業
の
Ｉ
Ｔ
化
と
税
理
士

平
成
29
年
度
の
税
制
改
正
で

は
、
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制

の
拡
充
が
さ
れ
た
が
、
そ
の
政

策
目
的
と
し
て
、「
中
小
企
業
の

設
備
投
資
を
促
進
し
、
成
長
の

底
上
げ
に
不
可
欠
な
設
備
や
Ｉ

Ｔ
化
等
へ
の
投
資
の
加
速
化
や

生
産
性
の
向
上
を
図
る
」
こ
と

を
挙
げ
て
い
る
。
研
究
開
発
税

制
で
は
、Ｉ
ｏ
Ｔ
、ビ
ッ
グ
デ
ー

タ
、
Ａ
Ｉ
等
の
技
術
の
台
頭
に

伴
う
、
第
4
次
産
業
革
命
と
も

言
わ
れ
て
い
る
産
業
構
造
の
大

き
な
変
革
を
見
据
え
、
試
験
研

究
費
の
定
義
が
見
直
さ
れ
た
。

中
小
企
業
の
Ｉ
Ｔ
化
が
進
ん

だ
場
合
、
中
小
企
業
を
主
な
顧

客
と
す
る
税
理
士
も
Ｉ
Ｔ
化
が

求
め
ら
れ
る
場
面
が
多
く
な
る

だ
ろ
う
。

過
去
に
は
、
平
成
15
年
度
に

少
額
減
価
償
却
資
産
の
取
得
価

額
の
損
金
算
入
措
置
が
創
設
さ

れ
た
。
こ
の
制
度
は
、
中
小
企

業
の
事
務
処
理
能
力
・
事
業
効

率
の
向
上
を
図
る
こ
と
を
目
的

と
し
、
パ
ソ
コ
ン
の
利
用
割
合

を
上
昇
さ
せ
る
こ
と
を
目
標
と

し
て
い
る
。

こ
の
制
度
の
創
設
に
よ
り
、

例
え
ば
、
従
業
員
数
20
名
未
満

の
個
人
事
業
主
に
お
け
る
パ
ソ

コ
ン
の
利
用
割
合
は
、
措
置
創

設
時
（
平
成
15
年
）
に
は
19
・

6
％
だ
っ
た
が
、
平
成
26
年
に

は
31
・
2
％
に
な
っ
た
4
。
パ

ソ
コ
ン
の
利
用
割
合
は
着
実
に

上
昇
し
て
い
る
。

そ
し
て
、
パ
ソ
コ
ン
は
、
個

人
事
業
主
だ
け
で
な
く
法
人
や

税
理
士
に
と
っ
て
も
、
今
や
仕

事
を
す
る
上
で
欠
か
せ
な
い
も

の
と
な
っ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
、
現
在
の
Ｉ
Ｔ

化
は
、
パ
ソ
コ
ン
と
同
様
に

我
々
の
生
活
に
浸
透
し
て
い
く

も
の
か
も
し
れ
な
い
。

で
は
、こ
れ
に
よ
り
、税
理
士

の
業
務
は
変
わ
る
の
だ
ろ
う
か
。

例
え
ば
、
Ｉ
Ｔ
化
の
一
つ
に

人
工
知
能
（
Ａ
Ｉ
）
が
あ
る
。

Ａ
Ｉ
の
導
入
に
よ
り
税
理
士
、

弁
護
士
等
の
仕
事
が
な
く
な
る

と
騒
が
れ
て
い
る
。

Ａ
Ｉ
の
特
徴
と
し
て
、
膨
大

な
情
報
を
覚
え
、
一
度
覚
え
た

こ
と
は
短
時
間
で
正
確
に
処
理

が
で
き
、
ル
ー
ル
や
命
令
に
従

順
、
デ
ー
タ
に
基
づ
い
た
客
観

的
な
判
断
を
下
せ
る
等
が
挙
げ

ら
れ
る
5
。

こ
れ
ら
の
特
徴
を
鑑
み
る

と
、
Ａ
Ｉ
に
仕
訳
を
覚
え
さ
せ

る
こ
と
で
記
帳
代
行
業
務
の
効

率
化
が
図
ら
れ
た
り
、
税
法
や

税
務
判
例
を
覚
え
さ
せ
る
こ
と

で
税
務
相
談
の
際
に
調
べ
る
時

間
を
大
幅
に
短
縮
で
き
る
こ
と

も
考
え
ら
れ
る
。

し
か
し
、一
方
で
Ａ
Ｉ
は
、人

間
の
言
葉
の
意
味
を
理
解
す
る

こ
と
が
苦
手
で
あ
る
こ
と
、
教

え
た
範
囲
で
し
か
行
動
で
き
ず
、

常
識
的
な
判
断
が
で
き
な
い
こ

と
、
問
い
を
自
ら
生
み
出
せ
な

い
こ
と
等
の
弱
点
も
あ
る
6
。

し
た
が
っ
て
、
税
理
士
の
仕

事
で
あ
る
顧
問
先
の
話
を
聞

き
、
顧
問
先
の
会
社
の
状
況
を

把
握
し
た
り
、
そ
の
顧
問
先
に

合
っ
た
税
務
提
案
を
す
る
こ
と

等
は
難
し
い
と
思
わ
れ
る
。

よ
っ
て
、
今
後
の
税
理
士
業

務
は
代
替
の
き
く
業
務
は
Ａ
Ｉ

に
置
き
換
え
、
代
替
の
き
か
な

い
、例
え
ば
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
の
必
要
な
業
務
に
は
時
間
を

割
く
よ
う
な
方
向
に
な
る
の
で

は
な
い
か
。
そ
の
結
果
、
よ
り

顧
問
先
の
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た
提

案
や
税
務
相
談
に
の
る
こ
と
が

で
き
、
税
理
士
と
し
て
の
専
門

的
な
仕
事
に
よ
り
特
化
で
き
る

の
で
は
な
い
か
、
と
考
え
ら
れ

る
。

お
わ
り
に

Ａ
Ｉ
を
具
体
例
と
し
て
取
り

上
げ
た
が
、
Ｉ
Ｔ
化
が
進
ん
だ

場
合
、
単
純
作
業
の
時
間
は
減

り
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
お
客
様

と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
取

る
時
間
が
増
え
て
く
る
と
考
え

ら
れ
る
。
時
間
が
増
え
た
結

果
、
弁
護
士
や
司
法
書
士
な
ど

の
士
業
の
分
野
だ
け
で
な
く
、

異
業
種
の
分
野
の
相
談
を
受
け

た
り
、
話
を
聞
く
こ
と
も
多
く

な
る
か
も
し
れ
な
い
。

し
た
が
っ
て
、
税
理
士
だ
け

で
は
な
く
、
他
の
士
業
、
異
業

種
と
の
交
流
を
積
極
的
に
行
う

こ
と
が
肝
要
に
な
る
と
思
わ
れ

る
。
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図－1 従業者規模別非農林雇用者数の推移

図－2 設備年齢の推移（規模別）
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図－3 IT投資の効果
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